
 

 

 

 

国際文化都市特別委員会 報告書構成及び今後の進め方 

 

１  付議事件 

２  調査・研究テーマ 

３  テーマ選定の背景・理由 

４  委員会活動の経緯 

 

５  現状認識及び横浜市の取組 

(1) 「コンベンション」についての一般的な定義、意義、効果等 

(2) 横浜市の取組等について 

・これまでの取組・実績 

・第４回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤⅣ）及び関連事業の成果 

・ＡＰＥＣ首脳会議誘致活動 

・本市国際コンベンションにおける市民の関わり  等 

 

６  ＡＰＥＣ首脳会議に関する市当局の主な説明、委員からの意見 

 

７  上海国際博覧会（上海万博）に関する市当局の主な説明、委員からの意見 

 

８  視察事項に関連する委員からの意見 

・ＩＴＴＯ（国際熱帯材木機関）本部 

・ＣＩＴＹＮＥＴ（アジア太平洋都市間協力ネットワーク） 

・ＹＯＫＥ（横浜市国際交流協会） 

 

９  参考人の意見聴取 

 ・「国際コンベンションにおける経済波及効果について」（㈱浜銀総合研究所 主任研究員） 

 

 

 

１０  解決すべき課題・今後の方向性 

 (1)  序論・・・（２）・（３）を論じるための導入部分(簡潔に記載) 

 

 (2)  国際コンベンション開催による経済や観光事業への波及効果の側面 

 

 (3)  国際コンベンションを契機とした市民参加、市民交流、文化の発信についての側面 

 

１１  まとめ･･･委員会の調査研究活動全体を踏まえて、 

       特に主張すべき重要意見、今後の展望などについて 

       簡潔に記載（数行のイメージ） 
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国際文化都市特別委員会 委員会で議論いただく 
「10 解決すべき課題・今後の方向性」（正副委員長作成タタキ台）   

 
２ 国際コンベンション開催による経済や観光事業への波及効果の側面 
〔解決すべき課題〕 
 
・横浜及び市民が潤い、生活を向上させる必要がある。 
 
・コンベンションに携わるためには高度の専門性が必要である。ＰＣＯやイベント･広告関係事業者

については、都内の事業者に独占される傾向がある。 
※ＰＣＯ：コンベンション等を専門的かつ総合的に組織・企画・運営し、そのサービスを提供する法人 

・東京を中心に市外へ多くの効果が持っていかれてしまっている。 
 
・市内であっても、特定の事業者だけが潤っている可能性がある。 
 
・市内事業者への発注、市内在住者の雇用の割合を高める方策が十分立てられていない。 
 
 
・経済波及効果は、見込み数値であり、検証は極めて困難である。さらに、長期的、持続的な波及
効果については、他の様々な事象に基づく効果との区別は付けられないので、数値化は不可能と
いえる。 

 
・経済面での効果が大きいことは間違いないが、これにより、行政が安易に多額の経費を投入して
よいということにはならない。 

 
・経済波及効果の推計値は、推計なので当然幅が出てくる。また、民間研究機関が発表する経済効
果には、マイナス効果が組み込まれていないことが多い。 

 
・各国元首が集まる国際会議の場合、警備は厳戒体制となるため、横浜都心部に人々が訪れる機会
がむしろ減る可能性がある。 

 
 
・大型国際会議の成功を積み重ねることで、横浜の信用度が上がり、次なるコンベンション誘致が
容易となると考えられるが、一方で、 

・大型国際会議については、世界各国へ報道され、横浜の知名度は上がるが、観光や企業進出のイ
ンセンティブとなるようなＰＲは、十分されているとは言いがたい。 

 
・国内の他県・市民による観光面での魅力は大きいといえるが、その魅力が外国の方が観光（イン
バウンド）したいという魅力と同じではないのではないのではないかと考える。 

 
・報道等で横浜を知った外国人が、横浜へ行きたいと思った場合でも、東京、京都、北海道などの
ような外国人向けツアーが、ほとんど用意されてないために、諦めてしまう可能性がある。 
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〔今後の方向性〕 
 
・経済波及効果については、総額を示すだけでなく、どのような考えで積み上げられた数字かを示
すべきである。 

 
・効果が絵に描いた餅にならないように、内訳を把握し、横浜が少しでも多く潤うように様々な努
力をしていかなければならない。 

 
・経済波及効果が、少しでも高い効果とするために、「どの分野にどのように取り組めばよいか」を
分析し、最善の方法を採る必要がある。 

   
・他のイベント、産業、公共投資等などと比べた、効果面での「国際コンベンション」の強み・弱
みを把握・整理する必要がある。 

 
・開催に伴う経費には無駄があってはならず、効率・効果的な事業を執行できるように、経費につ
いては、詳細を常に明らかにしておく必要がある。 

 
・「地元ヨコハマの経済が広く全体的に潤うようにすること」、「横浜市民の雇用を増加すること」、
「税収など市役所の収入が増加するようにすること」を重視しなければならない。 
 
・経済波及効果が流出してしまうことがないようにするため、市内事業者への発注、市内在住者の
雇用の割合を高め、効果を市外へ持っていかれることのないようにすることが重要であると考え
る。 

 
・入札・契約制度の改革・実践が特に重要である。本市が条例化も視野に入れ、市内事業者最優先
の制度･しくみを作る必要がある。 

 
・市内優先の考えは、本市以外の主催者にも適用できるようにすべき。また、下請契約についても、

市内事業者とし、従事者も横浜市民を前提とすべき 
 
・「国際コンベンション」に関する市内事業者の体力を強化すべきである。そのために、安定した発
注を通した市内事業者の強化や、ＰＣＯやイベント･広告等特別の訓練の要る分野についての人
材・企業の育成、さらに本社機能の移転に向けた誘致活動などにも取り組む必要がある。 

 
・「国際コンベンション」に伴う法人税等の増収分については、市民全体に還元できるような仕組み
を作るべきである。自治体に収入が入ることで、市民全体に対する施策に予算を使えることにな
り、福祉や教育などの施策を充実することができる。 

 
・横浜は、東京・京都・北海道などと比べると、観光地としての認知度は著しく低いと言わざるを
得ない。 

 
・海外からの観光客誘致の取組は、横浜経済活性化に向けて重要な要素であり、国際コンベンショ
ンの機会を捉えて、総合的・戦略的広報を進める必要がある。 

  
・来訪したいという意欲向上（インセンティブ）に向け、「横浜が世界へアピールする魅力」をハー
ド・ソフト両面で徹底的に洗い出し、重点的に強化する必要がある。 

 
・特に、横浜の歴史・風土や伝統文化・技術に関するアピールを効果的に行うことが重要である。 
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３ 国際コンベンションを契機とした市民参加、市民交流、文化の発信についての側面 
〔解決すべき課題〕 
 
・「国際文化都市ヨコハマ」というフレーズが一般化しているが、市民レベルの国際化は、国際コン
ベンションの開催実績に比例して、進んでいるとは言いがたい。 

 
・在住外国人への理解や支援などの「内なる国際化」について、横浜市が他都市より優れていると
いう訳ではない。 

 
・ボランティアとして活躍する市民は、市民全体に占める比率は非常に少なく、日常生活と関係が
少ない国際コンベンションについては市民全体との距離が近づいたとは言えない。 

 
・市民が協力・参加する取組は多くなったとは言えず、開催されるイベントも、市民の国際性を高
めるようなしくみを十分に考慮しているとまでは言いがたい。 

 
 
〔今後の方向性〕 
 
・会議関係者への｢おもてなし｣は、業者に任せるのではなく、可能な限り、市民が主役となり、心
からの温かい歓迎をする仕組みづくりをすることが重要である。 

 
・通訳等特殊な技能を持つ方や、時間等に余力のある市民･団体には、役割を与えて活躍いただくべ 
 きである。 
 
・伝統芸能や技術を披露する市民ボランティアも大いに活躍いただくことが重要である。 
 
・会議前後において、関係者やメディア関係者を対象に行う横浜の良さを紹介するツアー、イベン
ト、宿泊体験などについては、市民との協働で行うことが重要である。市民の国際化が促進され
る。 

 
・関連イベント等については、市民が外国の国・地域や人々をよく知り、理解することを基本にし
て進めていくことが重要である。 

 
・次世代を担う子どもたちの国際性を養う機会とすることが重要である。 
 
・アフリカ開発会議では、高校生のホームステイ、一校一国運動など市民レベルの交流が図られ、
世界に国際会議の新たなあり方を示すことができた。これをモデル化し、国際社会への市民参加・
市民のかかわりの機会を増やしていくようにする必要がある。 

 
・国際コンベンションを契機に、相乗効果という観点から、民間、市会、市行政の各々が得意分野
を活かしながら、連携して国際交流の促進を図ることが重要である。 
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